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第 1 章 本論のねらいと視野 
 




















































その結果、国家レベルの家畜頭数は増加に転じ、1999 年に 3357 万頭に達する。結局この




第 3 節 牧畜戦略と郊外化の概念 
以上が、本論の主たる議論の対象となる 1990 年代以降の牧畜へと至る、モンゴル国側で
の 100年ほどの歴史プロセスである。一方、内モンゴル側で同様の事象を見出そうとすれば、
1949 年の中華人民共和国成立と 1983 年に開始する改革開放、つまり社会主義経済の実質的
な放棄であろう。むろん、内モンゴル側においても出発点となる前近代の社会構造はモンゴ
ル国側と大差ないものであり、それは多かれ少なかれ中華人民共和国成立まで継続したこと


























































第 2 章 モンゴル国遠隔地における牧畜ユニットの構成と季節移動 
 
































第 2 節 夏季の営地選択の年変動 
本節では年ごとの気象条件等によって選択幅の比較的大きい夏季の営地選択の年変動を検
討する。筆者自身がモンゴル国スフバートル県オンゴン郡で 1997 年 7 月、1998 年 8 月、1999
年 7-8 月に行った現地調査の資料を利用するが、1997 年は、非常に高温・乾燥した年であっ































ただし第 2 バグ所属の牧民には、小家畜を 750 頭以上所有する牧民も含まれているが、特
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とが想像される。本節では 17 事例の季節移動について、主に 1998 年の聞き取りから得たデ
ータを記したうえで、2001 年および 2008 年調査時のハンディ GPS データ、旧ソ連製地形
図データ、Google EarthTMの衛星写真などの相互参照を通じ、季節移動の図化を試みる。 
そこで明らかになったのは、長距離移動を行わない第 2 バグと長距離移動が主体である第












第 3 章 内モンゴルにおける牧畜ユニットの構成と季節移動 
 
第 1 節 内モンゴルにおける定住化プロセスとゾドの影響 
本章では、内モンゴル自治区シリンゴル盟の調査事例を題材として、主に 1990 年代後半
に進行していた牧地の分割および定住化、それに対応した牧畜ユニットの編成、そして家畜
の季節的流動性の保持などについて検討した後、第 2 章で述べたモンゴル国の 1990 年代末
頃の状況との比較を行う。内モンゴルを対象とした分析では、牧地の分割という制度の変更
に対する牧民側の牧畜戦略の組み替えが主たる対象となるが、本節ではまず 1990 年代に至











春営地として分配された 35-200 ヘクタールの草原を有刺鉄線で囲った。1993 年の調査時点
で 90 パーセント以上の牧民が固定家屋（主にレンガ造りの瓦葺）を建設しており、固定家
屋の間隔は 0.5-1.5km であったという（Li, Ma and Simpson 1993:68）。 
李らの報告では 1977/78 年のゾドがその後の定住化を招来したとは明記されていないが、




































第 3 節 内モンゴルとモンゴル国の比較（1990 年代末段階） 
本節では第 3 章のまとめとして、内モンゴルとモンゴル国において郊外と遠隔地の発生す
る直前であった 1990 年代末頃の状況を比較し、両者の類似と相違について確認したい。比









































第 4 章 モンゴル国郊外の成立と牧畜戦略の実践 
 









































































最後に、ベルフと 2008 年 5 月の吹雪による災害について考えたい。この吹雪は 2008 年 5
月 26～27 日に発生し、52 人が死亡、東部 3 県のみで 60 万頭もの家畜が失われる大災害と
なった。ベルフは「社会主義崩壊以後に牧民になった人々が多いから（被害が大きかった）」、
つまり被害の大きさは牧民の経験のなさに起因するという見方は少なからず存在した。しか





第 5 章 ゾドがもたらす牧畜戦略の変化 
 
第 1 節 個人的経験としてのゾド 
本章では、牧畜戦略の転換点たりうるゾド（寒雪害）が牧民社会、特に牧畜ユニットや地
域社会などの末端レベルに及ぼす影響を検討する。本節ではモンゴル国で 2000/01 年に発生



































取り上げるのは、第 4 章で論じたボルガン県である。 






と郡レベルという 2 層を設定する。 
ボルガン郡のインフォーマントの 1 人である C 氏は 2010 年 8 月の時点で、ウマ 100 頭、
ウシ 134 頭、小家畜（ヒツジ・ヤギ）約 400 頭を所有していた。2009/2010 年冬においても、
春営地の存在する地点の周辺が大雪に見舞われ、C 氏自身はゾドであったという認識を有し
ている。事実、小家畜群は牧畜労働者 1 名とともに南西 40km のオルホン郡内、さらにウマ
群は別の牧畜労働者 1 名をつけて南西 60km のサイハン郡内までオトルに出し、被害を回避
したのだという。ただし、ウシ群のみは自らの冬営地近辺に留め置き、結果として 110 頭の
成畜のうち 4 頭のウシを失う被害を受けたという。なお、内訳は種オス 2 頭、メス成畜 1 頭、

















































本節で取り上げるデータは、2011 年 9 月に筆者がドンドゴビ県で行った短期の現地調査か
ら得られたものである。ホルド郡における蛍石採掘開始の前提として、2009/10 年のゾドに
よる被害が大きく影響していることは県政府職員も認めるところであった。 
ゾド後の 2010 年 8 月、ホルド郡内で蛍石の鉱山が発見された。この蛍石の発見者が中心




して、ホルド郡政府が蛍石鉱山に介入したのは 2010 年 12 月のことである。当時、郡政府は
個人採掘者たちを指導して組合組織（ヌフルルル）を設立させた。 
ホルド郡内の文脈で考えた場合、蛍石鉱山の存在は非常に大きい。蛍石鉱山で働いている













第 6 章 内モンゴルにおける郊外成立の要因 
 

















































































第 3 節 郊外化の事例 1（ウランチャブ市） 
本節では、禁牧と牧民のツーリストキャンプ経営による収入源の多角化、つまり郊外的な







































































マの搾乳と放牧を担当する労働者の雇用と、15 分で 1000 回撹拌できる馬乳酒製造機の導入
が常態化している。 
ある事例で粗収入を計算すると、10 元×200 斤×120 日＝24 万元であった。一方、支出
はアバガ旗までの輸送費（8971.2 元）、および人件費（4.2 万元）、馬乳の購入費（86400 元）
であり、粗収入からこうした支出を差し引くと、78628.8 元が純収入となる。彼らの収入は






















第 7 章 モンゴル国および内モンゴルの遠隔地における牧畜戦略の実践 
 
第 1 節 オンゴン郡における遠隔地化の検討 












こでは 1998 年のオンゴン郡、2008 年のオンゴン郡、そして第 4 章で検討したボルガン県































































































































表 1 は、筆者の 2013 年および 2014 年の調査データを禁牧あり・禁牧なしで平均したもの
と、比較のためにシリンゴル中部における 2010 年の調査、四子王旗郊外の調査、1990 年代
のシリンゴル中部における調査、2015 年のシリンゴル中部における馬乳酒生産者の調査で得
たデータのうち、牧地面積、小家畜・ウシ・ウマの頭数、MSU 換算値、およびヘクタール
あたりの MSU について平均値を算出したものである。なお、2013 年、2014 年、2015 年の
調査事例については平均牧地面積に賃借分を含めて計算している。 
 
表 1 平均牧地面積（ムー）、平均家畜頭数などの比較 
 






表 7-14 調査世帯の牧畜の収支概算および干ばつ・家畜価格下落のシミュレーション 
 
単位：元 
牧地 小家畜 ウシ ウマ MSU MSU/ha
11286 236 1 15 428 0.57
8186 411 10 10 539 0.99
15038 350 62 5 756 0.75
4260 338 8 3 403 1.42
8973 536 41 18 903 1.51







調査年 収支試算 飼料代補正 家畜価格70% 補助金額
SU08 2013 26,500 9,155 -8,845 10,000
SU09 2013 64,500 61,346 43,346 10,800
SU10 2013 77,143 66,556 48,556 50,000
SU11 2013 96,800 79,061 58,661 66,300
SU12 2013 288,500 272,732 218,432 127,500
SU13 2013 104,400 90,603 56,103 8,400
SU14 2013 87,770 72,002 45,002 24,000
SU15 2013 90,259 74,491 43,591 7,560
SU16 2014 64,400 64,400 39,800 7,200
SU17 2014 19,510 19,510 -215 15,000
SU18 2014 139,520 139,520 111,320 120,000
SS18 2014 119,580 119,580 87,180 19,500
SS19 2014 49,040 49,040 37,040 60,000
SS20 2014 194,900 194,900 146,900 8,500
SS21 2014 79,148 79,148 46,148 26,628
SS22 2014 8,424 8,424 -4,776 19,974















い。2011 年の禁牧実施前の家畜データのある SU11（牧地面積 1 万 3000 ムー）と SU12（牧
地面積 2 万 5 千ムー）で、家畜頭数を過去の頭数とし、補助金をゼロとして収支計算のシミ












第 8 章 結論 
 
本論文の最後に、現在モンゴル国と内モンゴルの郊外および遠隔地で生活している牧民の、









































端な減少を 2 回繰り返し、現状としては 3 度目のピークを迎えている。2013 年末の総家畜
頭数は 4000 万頭を突破し、その後も史上最高値を更新している。第 5 章で触れた通り、
1999/2000 年以降の家畜頭数増加は小家畜の割合が増えたことは事実であるが、2013 年末の
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